
令和３年度 第１回 熊本県企業局経営評価委員会 

次 第 

 

日  時 ： 令和３年８月３１日（火）午後２時～ 

開催形態 ： オンライン会議 

 

１  開 会 

 

２  挨 拶 

 

３  議 事 

熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）に係る 

令和２年度の実績評価について   

 

４  閉 会 

 

 

 

 

【配布資料】 

 資料１   熊本県企業局経営戦略２０２０の推進について 

 資料２   評価表 

 参考資料１ 熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）の全体概要 

 参考資料２ 熊本県企業局経営戦略２０２０アクションプランⅠに係る取組状況等整理表 
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熊本県企業局経営評価委員会設置要綱  

 

（目的） 

第１条 熊本県企業局の経営基本計画の策定及び推進に当たり、有識者等の

知見を活用し、企業局が取り組む事業における経済性の発揮及び公共の福

祉の増進を図るため、経営評価委員会（以下、「委員会」という。）を設置

する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討を行う。 

（１）企業局の経営基本計画の策定に関すること 

（２）毎年度の経営基本計画の実施評価に関すること 

（３）前各号に掲げる事項のほか、前条の目的に関すること 

 

（組織） 

第３条 委員会は委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者、企業経営者、中小企業診断士等で構成する。 

３ 委員の任期は３年とする。ただし、委員が欠けた場合における後任の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

 

 (委員長) 

第４条 委員会には、委員長を置き、委員の互選によってこれを選出する。 

２ 委員長は、委員会を進行する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員のうちから

互選された委員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会は、企業局長が招集する。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、企業局総務経営課において処理する。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、企業

局長が別に定める。 

 

 附則 

 この要綱は、平成３１年（２０１９年）２月１９日から施行する。 



１．ＰＤＣＡサイクルによる戦略の推進

R2.3

報告

Ｐｌａｎ R2.4 事業推進会議 局議

ロードマップ作成 指示

報告

Ｄｏ R2.4～R3.3 事業推進会議 局議 　＊四半期ごとに実施

進捗管理 指示

R3.4 報告

Ｃｈｅｃｋ 事業推進会議 局議

R3.8 目標達成状況確認 修正

【内部評価】

R3.9
反映

Ａｃｔｉｏｎ

　　・Ｒ３年度事業への反映

　　・Ｒ４年度事業計画・予算への反映

２．評価の対象範囲

総括評価 ※公表

事業評価

資料２

参考資料２

取組内容の見直し・改善

戦略目標の実績評価　《総括評価》

経営評価委員会

評価結果の確定・公表

R2年度事業の企画立案

「熊本県企業局経営戦略２０２０」の推進について

経営評価委員会

意見聴取・検証

【外部評価】

アクションプランⅠ（Ｒ２～Ｒ５）策定

Ｒ２年度事業の推進

意見聴取

熊本県企業局経営戦略2020策定

Ｒ２年度事業の評価　《事業評価》

アクションプランに掲げる事業

（78事業）

経営戦略に掲げる取組

（21施策）

戦略目標

１～３

資料１

【戦略目標１】経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化

①着手中の大規模設備更新（リニューアル）の完了
111010 緑川第一発電所リニューアル
111020 緑川第二発電所リニューアル
111030 集中監視システム更新（緑川第一・第二共通）
②発電所・ダムの適切な維持管理と新規発電所の建設
112010 電力の安定供給
112020 トラブル停止期間の短縮
③技術者の安定的な確保と技術力向上、技術継承
113010 人材の適正確保等
113020 技術力の向上・技術継承
④保有資産の適切な管理運用とＩＴの活用
114010 保有資産の適切な管理
114020 資産台帳の電子化
114031 ＩＴの活用による効率化
⑤電力システム改革や電力受給に関する長期契約終了を見据えた売電方法の見直し
115010 売電方法の見直し

①コンセッション方式による更なる経費の節減
121010 コンセッション方式への移行
②工業団地への進出予定者等に対する支援
122010 八代工水新規ユーザーへの対応
③関係市町村等と連携した水需要の開拓
123010 未利用水の活用
④施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新
124010 計画的な設備更新等の推進
⑤官民連携における技術力の維持と経営管理体制の強化
125010 適切なモニタリングの実施

①指定管理者制度の継続による安定収入の確保
131010 指定管理者の更新
②利用者サービスの向上
132010 利用者サービスの向上
③施設や設備の適切な維持管理
133010 計画的な維持補修
133020 指定管理者との調整
④時期設備更新時を見据えた活用方法及び新たな駐車場整備の検討
134010 次期更新時の活用方法検討

【戦略目標２】県政の課題解決に向け新規事業に挑戦
　１　電気事業　～ノウハウの蓄積のある水力発電所の開発を目指す～

新規水力発電所についての流量調査等、着工
211010 新規発電所建設
211020 発電設備導入に係る技術指導・技術相談

資産有効活用事業としての駐車場の他、新たな用途の検討
221010 新規駐車場の建設
221020 資産有効活用の検討

　３　その他事業　～公営企業方式により県の政策課題の解決を目指す～
県政の課題解決のための事業の企画
231010 新規事業の企画
231020 専門部署による検討

【戦略目標３】剰余金の一部を地域貢献として県民に還元等

①県施策支援のため利益の一部を一般会計へ繰出し
311010 県政貢献の実施（一般会計繰出し）
②ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組みの推進
312010 ＳＤＧｓの推進

　２　地元貢献
施設所在地市町村の地元ニーズに沿った効果的な支援
321010 地元貢献の実施

企業局事業の理解促進のための広報媒体を活用した積極的な広報
331010 企業局のＰＲ

　３　積極的な広報　～企業局の認知度向上を目指す～

　１　県政貢献　

熊本県企業局経営戦略2020　施策体系

　２　工業用水道事業　～八代の大口新規給水で、令和５年度以降、３工水全体で黒字を目指す～

　１　電気事業　～固定価格買取制度移行で、令和４年度以降、売電収入の倍増を目指す～

　３　有料駐車場事業　～指定管理者制度の更新で、引き続き、安定的な黒字経営を目指す～

　２　有料駐車場事業　～県民サービスの向上に貢献できるような資産の有効活用を目指す～



１電気事業

市房第一発電所
リニューアル事業完了式典

緑川第一発電所
回転子つり出し作業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化評価表

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

電力の安定供給
トラブル停止期間の
短 縮

発電停止時間の短縮を図るため点検計画を見直した。ダ
ム管理者や下流利水者等との調整による適切な水位運用
により、供給電力量の年間目標を概ね達成した。

Ａ
オンコール契約（専門技術者
による緊急対応）活用によりトラ
ブル停止時間の最小化を図る。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

緑 川 第 一 ・ 第 二
発電所リニューアル

工事着手後に掘削部で発生した湧水への対策や不具合
の復旧作業等に不測の日数を要したため、工事完了時期
に遅れが生じ、工事の進捗率は目標の70％程度に留まった。

Ｂ
変更後の工程に沿って着実に
工事を進め、令和４年度中の運
転再開を目指す。

■電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了を見据えた売電方法の見直し

■保有資産の適切な管理運用とＩＴの活用

■技術者の安定的な確保と技術力向上、技術継承

■発電所･ダムの適切な管理と新規発電所の建設

■着手中の大規模設備更新の完了

取組テーマに対する主な実績等経営状況

R2計画 R2実績 増減

収
益
的
収
支

営業収益 1,411 1,392 ▲19

営業外収益 28 96 68

特別利益 34 34

収入 1,439 1,522 83

営業費用 1,858 1,720 ▲138

営業外費用 22 13 ▲9

特別損失 34 62 28

支出 1,914 1,795 ▲119

純利益 ▲475 ▲273 202

資
本
的
収
支

収入 4,090 266 ▲3,824

支出 4,293 2,285 ▲2,008

収支差引 ▲203 ▲2,019 ▲1,816

内部留保資金（累計） 4,166 2,907 ▲1,259

経営戦略
策定時の
現状･課題

○ 市房・緑川の主力４発電所での大規模設備更新に伴う固定価格買取制度（ＦＩＴ）への移行により、経営の安定化が見込
めるが、ＦＩＴ適用中の菊鹿発電所や緑川第三発電所のほか、今後適用予定の主力４発電所の適用期間終了後も見据
え、国の政策等を踏まえた売電方法を検討する必要がある。

○ 国や県のエネルギー政策の方向性、特に再生可能エネルギー導入促進の動きに連動して取り組む必要がある。
○ ダムの堆砂対策や事前放流など、水位運用における関係者との協力が不可欠である。

取 組 の
方 向 性

〇 緑川発電所のリニューアルに伴う運転停止による純損失額を年５億円以内で抑え、リニューアル後の運転再開以降は、
毎年度１０億円以上の純利益の確保を目指す。

【主な増減理由】
〇収益的収支
リニューアルした市房第一発電所での初期トラブルによる故障停止や令和２年７
月豪雨で被災した笠振発電所の運転停止により、電力料収入 （営業収益）は計画
を下回った。なお、緑川発電所リニューアル工事の遅れに伴い、関連費用をR3年
度に繰り越したこととにより、営業費用のR2年度の支出が予定より少なかったため、
結果として純損失は計画を下回った。
○資本的収支
緑川発電所リニューアル工事の遅れに伴い、設備更新工事の大部分をR3年度に
繰り越したため、支出は計画を下回った。一方、収入において、同工事のR2年度の
財源には、企業債の発行による資金借入を行わず、全額内部留保資金を充当した
ため、計画を下回った。

水の恵みを地域の力に

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

保 有 資 産 の
適 切 な 管 理

市町村等への地域貢献としての無償譲渡や資材置場とし
ての提供等により、遊休地の約45％の処分、活用を図った。

Ａ
未利用地情報の電子化と情報
共有を図り、処分を進める。

（単位：百万円）

市房第一・第二発電所は設備更新工事が完了し、発電を再開したが、緑川第一・第二発電所は発電を停止して工事を
行っており、令和４年度までは、単年度収支で赤字が継続する見込みである。緑川第一・第二発電所の工期延長により完了
時期が令和４年度にずれ込んでおり、発電再開（ＦＩＴ適用）に向け、早期の工事完了が最重要課題となっている。

総括
評価

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

人員の適正確保
技術力の向上・継承

電気主任技術者免許の取得に対する支援や各種技術職
員研修の計画的な受講等により、技術力の向上を図った。

Ａ
合格率アップのためフォロー体
制を充実させるとともに、ｵｰﾊﾞｰ
ﾎｰﾙ時の現地研修を実施する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

売電方法の見直し
電力受給市場説明会への参加や公営電気事業経営者
会議等を通じた情報収集を行い、各市場の仕組みを把握
し、必要に応じて事業者登録等を行った。

Ａ
引き続き情報収集を行い、ＦＩＴ
適用終了後の売電方法を検討
する。

【目標の達成度】 R2目標値に対する達成度又はR2取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ」30～79％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

主な経営管理指標

1

資料２



２工業用水道事業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化

■官民連携における技術力の維持と経営管理体制の強化

■施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新

■関係市町等と連携した水需要の開拓

■工業団地進出予定者等に対する支援

■コンセッション方式による更なる経費の節減

取組テーマに対する主な実績等経営状況

R2計画 R2実績 増減

収
益
的
収
支

営業収益 694 683 ▲11

営業外収益 340 339 ▲1

特別利益 - 7 7

収入 1,034 1,029 ▲5

営業費用 1,043 1,055 12

営業外費用 37 39 2

特別損失 - - -

支出 1,080 1,094 14

純利益 ▲46 ▲65 ▲19

資
本
的
収
支

収入 1,071 1,057 ▲14

支出 1,102 1,086 ▲16

収支差引 ▲31 ▲29 2

累積欠損金 ▲5,042 ▲5,061 ▲19

経営 戦略
策定 時の
現状･課題

〇 有明工水及び八代工水は契約率が低迷し、特に有明工水はダム関連経費の負担等による赤字が続いており、更なる
経費節減や需要開拓等、累積欠損金解消の取組を進める必要がある。

〇 運用開始以降40年以上経過している設備もあることから、適切な管理や更新等を行う必要がある。

取 組 の
方 向 性

〇 八代工水における大口給水開始に伴う増収と苓北工水の苓北火電への給水による安定的な収入の確保に加え、有明・
八代工水へのコンセッション方式導入による経費節減などにより、工業用水道事業全体での黒字化を目指す。

【主な増減理由】
○収益的収支
営業収益において、施設を共有している共同管理者（福岡県、大牟田市、荒尾市
及び上天草･宇城水道企業団並びに苓北町）からの受託管理収益が、管理負担金
の減少に伴い計画を下回った。また、営業費用において、退職給付引当金の積立
不足分を一括計上したため支出が増加し、結果、純損失が計画を上回った。
○資本的収支
八代工水において、バイオマス発電所への新規配水管布設工事を延期したため、
工事費及びその資金調達（企業債）が不要となり、収支とも計画を下回った。

コンセッション実施契約
調印式

上の原浄水場

水の恵みを地域の力に

【目標の達成度】 R2目標値に対する達成度又はR2取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ」30～79％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

（単位：百万円）

有明工水及び八代工水においては、低い契約率の状況（有明43.6％、八代38.0％）は変わらず、計画以上の純損失が生じ、
累積欠損金が膨らんだ。令和３年度からのコンセッション方式導入による効果を検証しながら、引き続き、収支の改善に向け
た取組を進める必要がある。なお、苓北工水は、苓北火電への大口給水により経営状況は安定している。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

八代工水における
新 規 ユ ー ザ ー
へ の 対 応

バイオマス発電所建設工事(R4.2着工予定)への給水開始
に向け、新規配水管布設工事の設計に着手するなど、関
係者との協議を行いながら着実に準備を進めた。

Ａ

建設工事の着工時期が予定よ
り遅れているが、給水開始時期
に合わせ計画的に配水管の布
設工事を進める。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

コンセッション方式
へ の 移 行

有明・八代のコンセッション方式の運営権者を選定し(R2.8)、
実施契約を締結した(R2.10)。その後、施設運営の引継に係
る協議を重ね、R3.4からコンセッション方式を導入した。

Ａ
運営権者の業務運営状況や
経営･財務状況等に係る適切な
モニタリングを実施する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

計画的な設備更新
の 推 進

苓北工水における導水設備・圧力水槽の更新など、ア
セットマネジメント計画に基づく設備更新を着実に実施した。

Ａ
アセットマネジメント計画に基
づいた設備更新を推進する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

未利用水の活用
新型コロナウイルス感染症の影響で新規の訪問営業を自
粛した。一方、ユーザー企業に対して「工水だより」を発行し、
情報発信を行った。

—
運営権者と連携して未利用水
の活用方法に係る検討を行う。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

適切なモニタリング
の 実 施

運営権設定事業者との協議を踏まえ、モニタリング項目の
整理を行うなど、コンセッション方式の導入に向けた準備を
行った。

—
適切なモニタリングの実施及び
職員の技術水準維持のための
研修を行う。

評価表

主な経営管理指標

総括
評価
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３有料駐車場事業

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化

■次期設備更新を見据えた活用方法及び新たな駐車場整備の検討

■施設や設備の適切な維持管理

■指定管理者制度の継続による安定収入の確保

取組テーマに対する主な実績等経営状況

R2計画 R2実績 増減

収
益
的
収
支

営業収益 126 126 0

営業外収益 2 2 0

収入 128 128 0

営業費用 82 84 2

営業外費用 9 ▲9

支出 91 84 ▲7

純利益 36 44 8

資
本
的
収
支

収入 - - -

支出 200 200 0

収支差引 ▲200 ▲200 0

内部留保資金（累計） 802 802 0

経営 戦略
策定 時の
現状･課題

〇 利用料金制による指定管理者制度を導入しており、運営・財務状況の適切なモニタリングを通して、利用者サービスの
向上につなげていく必要がある。

〇 県営有料駐車場（立体駐車場）については、建設後40年が経過しており、適切な維持管理が必要である。

取 組 の
方 向 性

〇 県営有料駐車場については、当分の間、現在の建物を利用できるため、指定管理者による管理運営を継続し、利用料
金制により安定的な黒字の確保を目指す。

【主な増減理由】

○収益的収支
営業収益の大部分は指定管理者からの基本納付金であり、協定で定められた一
定額が納付され、計画どおりとなった。また、費用については、R2計画で計上してい
た営業外費用（新規事業の検討に関する経費）が発生しなかったことにより計画を
下回り、結果として純利益は計画を上回った。

○資本的支出
令和元年度に引き続き、県政貢献として、地域振興積立金から２億円を一般会計
に繰り出した。

県営有料駐車場（外観）

水の恵みを地域の力に

■利用者サービスの向上

【目標の達成度】 R2目標値に対する達成度又はR2取組予定に対する取組実績
「Ａ」80％以上 「Ｂ」30～79％ 「Ｃ」 30％未満 「－」外的要因等により評価できず

（単位：百万円）

指定管理者制度（利用料金制）により安定収入を確保し、引き続き黒字を確保した。なお、令和２年度で指定管理者の指
定期間が満了となるため、令和３年度から５年間の管理運営を行う新たな指定管理者を選定しており、当面は、安定した収入
の確保が見込まれる。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

利 用 者 サ ー ビ ス
の 向 上

指定管理者が実施した利用者アンケートの結果、施設管
理状況や利用条件に対して、「とても良い」「良い」との評価
が合わせて90％以上あった。
第２期の指定管理者からは、くまもんＩＣカード決済の導入
やＥＶ充電設備の追加など新たな取組の提案があった。

Ａ
指定管理者から提案があった
サービス向上の取組について、
導入に向けて協力を行っていく。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

指定管理者の更新
第2期となるR3年度からの指定管理者の選定手続につい
て、スケジュールどおり実施した。なお、第2期の指定管理
者から提案された基本納付金の総額は、目標を上回った。

Ａ
指定管理者の業務運営状況
や経営･財務状況等に係る適切
なモニタリングを実施する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

計画的な維持補修
有料駐車場保全計画に基づき、外壁改修工事を実施し
た。実施に当たっては、隣接地内への仮設足場設置期間
を短縮できるよう工程の調整を行った。

Ａ

R3年度はシャッター等改修工
事を予定しているが、利用者の
安全に配慮し、営業への支障を
最小限とするなど効率的な施工
が必要である。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

次 期 更 新 時 の
活用方法の検討

他自治体の事例等について情報収集を行った。また、ア
イデア出しを行い、経営評価委員会において意見聴取した。

—
次期更新時の課題整理を行い、
付加機能や他用途を検討する。

評価表

主な経営管理指標

総括
評価
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○企業局が過去に調査した地点（既往調査地点）の再評価
○球磨川水系における新規水力発電所候補地の検討開始

【戦略目標２】評価表

剰余金の一部を地域貢献として県民へ還元等

キャッチフレーズ：「水の恵みを地域の力に」

○ ロゴマーク・キャッチフレーズの募集・選定

県政の課題解決に向け新規事業に挑戦

【戦略目標３】

経営戦略
策定時の
現状･課題

○ 県が目指す「ゼロカーボン社会の実現」に資するため、再生可能エネルギーの
導入を促進するとともに、発電所の新規開発に関する知識やノウハウを継承し、
基幹事業である電気事業の経営基盤の強化を図る必要がある。

○ 県政の課題解決において、企業局の技術や経営手法などを活かした公営企業
方式が有効なケースが想定される。

取組の
方向性

〇 新規の水力発電所について、流量調査等を経て着工を目指す。
〇 資産有効活用事業として、駐車場の他、新たな用途を検討する。
〇 県政の課題解決に向けて、一般行政部門と連携しながら公営企業方式により新
たに取り組む事業について検討する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

有 望 地 点
の 調 査

ロードマップを作成し、可能性調査の準
備を行うとともに、「令和２年７月豪雨からの
復旧・復興プラン」（再生可能エネルギーの
導入推進）に位置付けた。

Ａ
水力発電所の新規開発地
点に係る調査を実施する。
（R3.5～R3.12予定）

取組テーマに対する主な実績等

■企業局事業への理解を促進する取組

■地元貢献

■県政貢献

経営戦略
策定時の
現状・課題

○ 企業局の事業は、河川水等の貴重な地域資源を活用しており、その円滑な運営
のためには、関係市町村や地域住民等の理解と協力が必要である。また、水源涵
養や地域活動への協力など、地域への貢献も重要である。

○ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を踏まえ、公共の福祉の増進に向けた企業局の
事業について、県民の理解を深める必要がある。

取組の
方向性

〇 剰余金の一部を活用し、県政の課題解決に向けた取組を支援する。
〇 施設が所在する市町村等のニーズも踏まえながら、地域振興の取組を支援する。
〇 企業局で取り組んでいる事業の理解促進のため、広報媒体を活用した積極的な
広報を行う。

取組テーマに対する主な実績等

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の

達成度 今後の課題や方向性

一 般 会 計
への繰出し

有料駐車場事業の収益の一部を一般会
計に繰り出し、環境保全やエネルギー関連
施策他を支援した（R2：2億円）。

Ｂ
R3年度からは、電気事業
からも繰出しを行い（計5億
円）、使途を公表する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の

達成度 今後の課題や方向性

リニューアル
事業に係る
交 付 金

ダムや発電所等関連施設が所在する３
町村（美里町、水上村、湯前町）の振興の
ための交付金を交付した（R2：各1千万円）。

Ａ
地元ニーズの把握、成果
の検証を行ったうえで、新た
なスキームを検討する。

水の恵みを地域の力に水の恵みを地域の力に

ロゴマーク
（最優秀賞）

○ 新聞広報（R3.1.31(日)熊本日日新聞）

新規水力発電所 開発地点調査のイメージ

■新規水力発電所の開発（電気事業）

■資産有効活用事業としての駐車場の他、新たな用途の検討（有料駐車場事業）

■県政の課題解決のための事業の企画（その他事業）

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

次期更新時
の活用方法
の 検 討

他自治体の事例等について情報収集を
行った。また、アイデア出しを行い、経営評
価委員会において意見聴取した。

－
次期更新時の課題整理を
行い、付加機能や他用途を
検討する。

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の
達成度 今後の課題や方向性

新 規 事 業
の 企 画

過去の検討状況（企画、調査等）の整理、
先進事例の情報収集、「復旧・復興プラン」
の取組に係るアイデア提供を行った。

Ｂ
「復旧・復興プラン」の取組
に関する調査・研究、体制
整備を進める。

発電所リニューアルの完了や県営有料駐車場の建替えを見据え、事業実施にあたっての課
題整理や取組内容の検討、各種計画への位置付けなど、一定の進捗が見られた。引き続き、
一般行政部門と連携しながら県政の課題を把握し、情報収集･意見交換を行う必要がある。

総括
評価

取組項目 R2年度の主な実績・成果等
目標の

達成度 今後の課題や方向性

積 極 的 な
広 報

広報戦略Ver.1（R2～R5）を策定し、広報
ツールとして、ロゴマーク、キャッチフレーズ
を決定したほか、新聞広報を実施した。

B
見学受入体制を整備す
るほか、ロゴマーク等を活
用した広報の充実を図る。

一般会計への繰出しや関係町村への交付金など、戦略に基づく取組を計画どおり実施する
ことができた。こうした取組を企業局事業への理解の促進につなげていくためには、今後、積
極的な広報の観点から、支援スキームや対外的ＰＲの方法等を検討していく必要がある。

総括
評価

（再掲）
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経営管理指標 R2目標 R2実績 未達成の理由

目標供給電力量 65GWｈ 62.5GWｈ
リニューアルした市房第一発電所での初期

トラブルによる故障停止や令和２年７月豪雨
で被災した笠振発電所の運転停止のため

FIT以外の売電価格 9.00円以上 9.67円 ―

電力料金収入 10億円 13.9億円 ―

純利益 純損失5億円 純損失2.7億円 ―

減価償却前営業利益 1千万円 1.8億円 ―

経常収支比率 70％以上 85.8％ ―

緑川ＲＮ進捗率 75％ 52％
掘削部で発生した湧水への対策や不具合

の復旧作業等に不測の日数を要したため

点検停止時間
127.1時間（※3）

以下 39.8時間 ―

故障停止時間
318.2時間（※3）

以下 548.4時間
リニューアルした市房第一発電所で初期ト

ラブルが複数回発生したため

技術研修受講率 100％ 91％
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のため、受講を一部取り止めたため

電気主任保有者数
第二種：6人
第三種：6人

第二種：7人
第三種：7人 ―

余剰金に対する運用資
金の割合 80％以上 45.5%

緑川発電所リニューアル工事の財源に余
剰金（内部留保資金）を充当したため

未処分遊休地
R4年度までに

74,451.58㎡ （33,727㎡） （目標はR4年度までの達成目標）

経営管理指標

【戦略目標１】経営基盤･組織を強化し全事業の黒字化

（１）電気事業

（２）工業用水道事業

（３）有料駐車場事業

【戦略目標２】県政の課題解決に向け新規事業に挑戦

【戦略目標３】剰余金の一部を地域貢献として県民へ還元等

経営管理指標 R2目標 R2実績 未達成の理由

純利益
純損失

5千万円
純損失

6千5百万円
退職給付引当金の積立不足分を一括計

上したことにより営業費用が増加したため

減価償却前営業利益 1億5千万円 1億7千万円 ―

経常収支比率 90％以上 93.4% ―

安定供給達成率 100％ 100％ ―

営業件数 10件以上 5件
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のため、営業訪問を自粛したため

新規給水量
1社もしくは

100㎥/日以上 0社
R2年度内の新規給水申込とはならなかっ

たため（なお、営業件数のうち1件はR3年度
の新規申込につながった）

給水契約率 40％以上 47.1% ―

コンセッション 手続完了 手続完了 ―

経営管理指標 R2目標 R2実績 未達成の理由

純利益 4千万円 4千3百万円 ―

減価償却前営業利益 6千万円 7千百万円 ―

経常収支比率 200％ 151.4％
修繕工事（建物保全計画に基づきR2年度に実

施した外壁等改修工事）の費用（営業費用）が増
加したため

安定供給達成率 100％ 100％ ―

駐車(利用)台数 20万台 15.5万台
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止措

置に伴い利用者が減少したため

稼働率 90％以上 138.6％ ―

定期契約率
毎月末

90％以上 87％
年度当初に個人名義の契約が減少し、その後

は概ね一定数で推移したため

指定管理者制 手続完了 手続完了 ―

利用者満足度 80％以上 90％ ―

経営管理指標 R2目標 R2実績 未達成の理由

開発個所数
R11までに

1か所以上の
開発に着手

（0か所） （目標はR11年度までの達成目標）

新規事業企画数
R11までに
1件以上の

事業の企画化
（0件） （目標はR11年度までの達成目標）

経営管理指標 R2目標 R2実績 未達成の理由

一般会計繰出し 2億円 2億円 ―

電気自動車導入
R11までに

2台
（0台） （目標はR11年度までの達成目標）

施設見学者（ダムカー
ド配布）数

年間500人 291人
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ためダムカード配布を一時休止したため

熊本城マラソン休憩所
利用者数

150人以上の
利用

— （熊本城マラソン中止）

企業局の認知度 50％以上 — （アンケート実施予定の熊本城マラソン等が中止）

※ 各種アンケートにより「企業局を知っている」回答率

＊「R2実績」欄･･･【目標達成】青 【未達成】赤

水の恵みを地域の力に

※1： 営業利益＋減価償却費
※2：（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費用）
※3： 過去10年間の平均停止時間

※

※1

※3

※2

※1

※2

※1： １年のうち県営有料駐車場（立体駐車場）の営業日数の割合
※2： １日平均駐車台数／収容台数
※3： 県営第二有料駐車場の契約台数／駐車可能台数

※1： １年のうちユーザー企業に安定供給した日数の割合
※2： ３工水合計の給水能力に対する契約水量の割合

※1

※２
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「熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画）」の全体概要

環 境 変 化 
 

と 課 題 

第

１

章 

 

経

営

戦

略

に

つ

い

て 

電気事業 
①固定価格買取制度の見直し   ③電力システム改革やエネルギー政策の動向
②契約終了後の売電方法の検討  ④ダムの水位運用や堆砂状況 

策定の契機 
 

計 画 期 間 

工業用水道事業 
①需要開拓の見込み ③更なる経費の節減の実施      
②設備更新の必要性 ④ユーザー企業の動向 

有料駐車場事業 
①現在の指定管理者との契約終了 ③屋上の利用形態の変更 
②施設の維持保全の必要性    ④中心市街地での再開発の動向 

企業局の組織・運営上の課題  ①年齢構成の偏在と経理や法律等の事務の専門家の不在 ②新規開発の凍結と半世紀を超える経営 ③抜本的な改革等の要請への対応 

第４期経営基本計画の終了 
令和元年度までの５年間 

熊本県企業局経営戦略２０２０（第５期経営基本計画） 
令和２年度（２０２０年度）～令和１１年度（２０２９年度）の１０年間 

総務省からの経営戦略策定の要請 
令和２年度までに全事業 

〇 豊かな熊本の水を活かし、水力発電による電力や地域の産業基盤である工業用水の安定供給を行います 

〇 県政の課題に対して、経営資源を有効活用し、公共の福祉の増進を図ります 

〇 地域に貢献し、県民から信頼される公営企業を目指します 

経 営 理 念 対象領域 

１ 水力発電を主力とした発電及び電力の供給 
２ 工 業 団 地 等 への工 業 用 水 の供 給 
３ 駐車場不足地域における駐車スペースの提供 
４ 県 の施 策 や課 題 に対 応 した取 組 み 

公営企業としての事業の継続（「公共の福祉の増進」と「経済性の発揮」を目指す） 

 

今 後 の 方 向 性 

①経営基盤・組織を強化し全事業の黒字化 ②県政の課題解決に向け 
新規事業に挑戦 

③剰余金の一部を地域貢献 
として県民に還元等 

＜目標達成への取組み＞ 
①着手中の水力発電所のリニューアル事業の完了 
②発電所・ダムの適切な維持管理と 
新規発電所の建設（第５章関連） 

③技術者の安定的な確保と技術力の向上、技術継承 
④保有資産の適切な管理運用と ITの活用 
⑤電力システム改革や電力需給に関する長期契約終了
を見据えた売電方法の見直し 

○緑川発電所のリニューアルに伴う運転停止によ
る純損失額を年 5 億円以内で抑え、リニュー
アル後の運転再開以降は、毎年度 10 億円以上
の純利益の確保（5 億円は一般会計へ繰出す）
を目指す 

第２章 電気事業 第３章 工業用水道事業 第４章 有料駐車場事業 

○八代工水における大口給水開始に伴う増収と
苓北工水の苓北火電への給水による安定的な
収入の確保、一方で有明・八代工水へのコン
セッション導入による経費節減などにより工
業用水道事業全体での黒字化を目指す 

○県営駐車場（立体駐車場）については、
当分の間、現在の建物を利用できるため
指定管理者（利用料金制）による管理運
営を継続し安定的な黒字の確保を目指す 

＜目標達成への取組み＞ 
①指定管理者制度の継続による安定収入の確保 
②利用者サービスの向上 
③施設や設備の適切な維持管理 
④次期設備更新時を見据えた活用方法 
及び新たな駐車場整備の検討（第５章関連） 

＜目標達成への取組み＞ 
①コンセッション方式による更なる経費の削減 
②工業団地への進出予定者等に対する支援 
③関係市町等と連携した水需要の開拓 
④施設や設備の適切な維持管理と計画的な設備更新 
⑤官民連携における技術力の維持と経営管理体制の 
強化 

第５章 新規事業 
第６章 地域貢献 
（県政貢献・地元貢献） 

＜方向性＞ 
・ノウハウのある水力発電所の新
規開発への取組み（電気事業） 

・人口減少・少子高齢化に対応し
た資産活用の検討（資産有効活
用事業） 

・採算性を前提に県政の課題解決
に向け大規模な装置産業や長期
の運営が必要な事業の企画 

 

＜目標達成への取組み＞ 
①新規の水力発電所の着工に向け
た流量調査等の再開 

②県営駐車場の新たな用途の検討
を開始 

③県政の課題解決のため事業化に
向けた各種調査・資料収集・意見
交換等の実施 

 

＜方向性＞ 
・新たな地域貢献事業の検討及び
その財源の確保 

・企業局の知識や経験を活かした 
地域貢献の強化と SDGs（持続可
能な開発目標）の取組みの推進 

・施設所在市町村への貢献の継続 
・企業局の取組む事業の理解促進
のための積極的な広報 

＜目標達成への取組み＞ 
①県政の課題解決に向けた新規事業
の企画（第５章関連）と資金確保 

②県施策支援のための一般会計繰出 
③温室効果ガス削減等の取組み推進 
④施設所在市町村のニーズに沿った
効果的な支援や発電施設整備の協
力等の実施 

⑤広報媒体を活用した PR等の実施 

第７章 実績評価と計画の見直し、公表 

（ＰＤＣＡサイクル） 

（１）経営管理指標の設定 供給電力量、安定供給率、駐車台数等 
（２）内部評価 企業局事業推進会議の開催（四半期毎） 
（３）外部評価 企業局経営評価委員会での実績評価（毎年度） 

（１）アクションプランによる取組みの確認と改善 
    ※第Ⅰ期（R2～R5 の４年間） 
（２）経営基本計画の中間見直し（R6） 

（１）内容 取組状況と評価等 
（２）方法 県ホームページ等 

時期 委員会開催後 2 か月以内 

評

価 

見 
直 
し 

公

表 

利

益

目

標 

経営の基本方針（戦略目標） 

○発電事業を基幹事業として
維持しつつ、新規事業の取
組みなどにより「更なる公
共の福祉の増進」を図る 

○県内全域を対象にした新たな
「県政貢献」に取り組む 

○施設所在市町村の地域振興の
ための「地元貢献」を行う 

○企業局の認知度向上を目指す 

億円 

参考資料１ 



令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

水車発電機等 更新（～R3)
・R2.5月～現地工事開始
・水車発電機基礎コンクリート撤去完了

・土木工事受注者決定等に伴い工程の見直しを
実施し、当初目標より遅れが生じたものの、R4.8
月頃には工事が完了できる見込み

屋外変電設備 改造（～R3) ※R3年度発注予定 ・R3.7月に工事発注予定（R4.6月完了予定）

建築物その他（2期） ※R3年度発注予定
・R3.12月に3期工事を発注予定（R5.3月完了予
定）

取水口スクリーン 改修
・設計委託実施
・工事発注、契約（R3.2月）

・現地工事R3.10月～R4.3月

土木・鋼構造物 補修 ・R2.6月～現地工事開始
・水車発電機等更新工事の進捗と合わせて建屋
地下壁面補修等の工事を実施

水車発電機等 更新（～R3)
・R2.6月～現地工事開始

・水車発電機基礎コンクリート撤去完了

・R3.4月から工事再開予定。R4.11月頃の工事完
了を見込んでいる。
・現地工事の進捗に影響が出ないよう、誤切断に
係る対応を的確に進めることが課題

屋外変電設備 改造（～R3) ※R3年度発注予定 ・R3.7月に工事発注予定（R4.6月完了予定）

建築物その他（2期） ・R3.1月～現地工事開始

・2期工事については、施工内容の見直し（配電盤
室床）に伴い工期を延長し、R3.7月に完了予定
・R3.12月に3期工事を発注予定（R5.3月完了予
定）

放水庭排水ポンプ 取替
・計画どおり完成
　100%達成

総管

土木・鋼構造物 補修 ・R2.6月～現地工事開始（準備工）
・水車発電機等更新工事の進捗と合わせて建屋
地下壁面補修等の工事を実施

電気班

緑川第1・第2発電所共通 集中監視システム 更新（～R3) ・目標進捗率75％に対して76％を達成
・R3年度において緑川1PS及び船津ダムテレコン
等の設計・製作、現地施工、試験・調整を実施予
定

・R2年度末での進捗率は76%であり、目標進捗率
75%を達成できた。 A 総管

・特別教育等を含む年間研修計画の作成、受講
・保安教育の実施（11月）

・年間研修計画に基づく特別教育等の受講
・保安教育の実施（11月）

・新型コロナウイルス感染症の影響等の外的要因
による受講の取り止めを除き、年間研修計画に基
づき特別教育等の受講を行うことができた。

A 電気班

・目標(127.1時間以下(5発電所計))に対して39.8時
間となり目標を達成

・今後も、点検計画・内容（長期改良・修繕工事計
画）の見直しを工務課及び総管で継続実施
・今後も、安全衛生会議を継続開催

・適切かつ効率的な点検及び点検作業時の安全
確保を確実に実施した。
・点検作業停止時間（７発電所合計）は39.8時間と
なり、過去10年の平均（127.1時間）を下回った。詳
細は、別紙のとおり。

A

発電電力量の最大化 目標供給電力量 65GWh
最適な水位運用の実施
（～R5)

・目標（65Gwh）に対して63.0GWhとなり未達(市房
初期ﾄﾗﾌﾞﾙやＲ2年7月豪雨等が主な要因)

・引き続き洪水調節制限水位や農業用水確保水
位及び各種工事等に伴う水位制約のなか、上部
ダムや下流利水者等と調整を行い最適な水位運
用を行っていく。

・実績供給電力量（累計）は62.5GWhであり、目標
供給電力量65GWhについては未達成であった。 A

船津ダム堆砂対策 － － 掘削・通砂・評価
・土砂掘削約2,000㎥
・通砂実施（8回)
・堆砂量416,200㎥(計画堆砂量の100.8％)

　【課題】堆砂量は、出水等によって流入する土砂
量とダムから流出される土砂量のバランスにて、
増減するものであるが、令和2年度の深浅測量結
果、堆砂量は416,200㎥(計画堆砂量の100.8％)
で、目標値である100%未満を若干超えた。
　【次年度予定】
・緑川ダム管理事務所等との連携
・通砂の継続実施
・堆砂に関する新たな仮置き場調査及び除去検討

・経営管理指標はなく、結果的に計画堆砂量が目
標値を若干上回ったが、令和2年度として掲げて
いた事業は、全て実施できた。

A 施設班

災害防止と災害対応
（保安点検）

－ －
法に基づく保安点検の実
施（～R5)

・電気事業法に基づく定期点検を計画的に実施 ・今後も定期的な点検を計画的に継続実施 － A 総管

災害防止と災害対応
（局防災会議）

－ － 局防災会議の実施
・局防災会議実施(5/28)
（局防災計画の修正点等及び各支部計画の確
認）

・例年梅雨期前の５月に局防災会議を開催し、県
防災計画の修正等を受けた局防災計画の修正等
を会議の中で実施しており次年度も同様に実施す
る。

－ A

災害防止と災害対応
（BCP作成）

－ － BCP作成

・新型コロナ関係で工務課、発電総合管理所、都
呂々ダムにおける休止不能業務のBCP策定
・新型コロナウイルス対応として、PCR陽性者が出
た場合の消毒作業の手配手続き確認

・新型コロナ関係では、発電総合管理所及び都
呂々ダム管理事務所におけるBCPがあるが、本
庁におけるBCPは未作成
・濃厚接触の定義からすると、職場内においても
マスク着用などの感染対策を十分に取ることで濃
厚接触者とならない可能性も高く、またリモートに
よる在宅勤務もできることなどからそのような状況
も勘案して検討する。

－ C

電気事業

緑川第2発電所リニューアル

○緑川第一及び第二発電所のリニュー
アル工事を着実に進め、令和3年度末ま
でに発電を開始します。

緑川第1発電所リニューアル

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標１】

① 着手中の大
規模設備更新
（ﾘﾆｭｰｱﾙ）の
完了

令和2年度の取組実績と主な成果

点検計画・内容の見直し
（～R5)
保安教育の実施（～R5)
特別教育等の研修受講
（～R5)
安全衛生会議の開
催（～R5)
ﾌﾙﾊｰﾈｽ型安全帯特別教
育受講

過去10年間の
平均値を下回る

点検に伴う発電
停止時間

適切かつ効率的な点検・点
検作業時の安全確保

目標の
達成度

担当班等
事業
区分

取組テーマ 内容 項目

総管

総務班

目標値（R2)

電気班

詳細 経営管理指標に基づく実績（値）経営管理指標

・緑川発電所リニューアル進捗率：52%

75%
緑川リニューア
ル進捗率

B

R2の取組予定

② 発電所・ダ
ムの適切な維
持管理と新規
発電所の建設

○効果的・効率的なメンテナンスにより
電力の安定供給に努めます。
○技術力向上等によるトラブル停止期間
の短縮を図ります。

電力の安定供給

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２

1



令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標１】

令和2年度の取組実績と主な成果 目標の
達成度

担当班等
事業
区分

取組テーマ 内容 項目 目標値（R2)詳細 経営管理指標に基づく実績（値）経営管理指標 R2の取組予定

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２

施設の耐震化 － － 緑川PS建屋 ・緑川2PS建築物耐震改修工事完了（4月） ・緑川2PS建築物耐震改修工事完了（4月） ・電気事業施設は全て耐震化完了 A

ダム・発電所の長寿命化 － － ※R5年度からの取組 ・R5年度から長寿命化計画の作成に着手 ・R5年度からの取組みのため評価できず。 －

オンコールによる短縮化
対象設備の検討・契約（～
R5)

・今後も、オンコール等を活用し適切な維持管理を
実施

停電作業の効率化 方法検討
・引き続き、市房発電所は、更新後の設備を定期
点検する際のマニュアル・操作伝票を作成（R4年
度以降点検対象分）

人員数の確保と業務の効
率化（人員の確保）

－ －
事業量に応じた人員確保
と適正な配置（～R5)

・４月から５月初めにかけて以下を実施
①九州山口工科系大学への職員採用試験案内
の送付②本局プロパー職員への出身大学、知人
等への周知、声掛け依頼③熊本大学、熊本高専
の就職担当教授に学生への受験声掛け依頼

・必要に応じた人員確保に努めるとともに、業務量
を踏まえた人員配置を実施していく。

－ － 総務班

人員数の確保と業務の効
率化（会計専門家等の活
用）

－ －
会計専門家等の活用に係
る検討（～R5)

・公営企業会計に詳しい公認会計士にコンセッ
ション導入に係る科目の設定等について相談を
行った

・今後の活用について、引き続き検討を行う。 － － 財産経理班

人員数の確保と業務の効
率化（RPAによる効率化）

－ －
RPAによる効率化の検討
と実施（～R5)

・旅費支払事務及び給与支払事務については、既
存シナリオの改修や新シナリオの追加などを実施
し、より利用しやすく改良した
・新たに報酬支払事務のRPA導入作業

・職員の入れ替わりで、一時利用がストップするこ
とは十分に想定するが、少しずつでもRPA導入を
進めていく。

－ B 総務班

電気主任技術者の確保
電気主任技術者
免状保有者数

現状維持（第二
種6人、第三種6
人）

主任技術者に係る受験費
用を負担（～R5)
第二種の申請支援（～R5)

・申請、受験の働きかけ、支援
・第三種受験：4名（1名が第三種免状を取得）

・第二種申請可能対象者への申請の働きかけ
・職員の受験を如何に促すかが課題。まずは保安
教育等の機会を捉え、職員へ主任技術者資格取
得の意義の浸透を図る。
・受験者の合格率アップに向けたフォローアップの
検討
・基本方針を踏まえ、受験・講習費用の予算を確
保する。

・第二種7人、第三種7人の計14人となり、目標を
上回ることができた。 A 電気班

ダム管理主任技術者の確
保

－ －
主任技術者登録に係る研
修費用を負担

・ダム管理主任技術者研修のR3年度受講申込（1
名）
※R2は新型コロナウイルス感染症の影響により
受講せず

・ダム管理主任技術者研修受講（4月学科、5～7
月実技）

・新型コロナウイルス感染症の影響によりR2年度
は受講できなかったことから評価できず。 － 電気班

各種研修の受講 － －
各種研修等の情報収集
計画・受講

・養成研究費による研修受講計画の策定（５月）及
び当該計画に基づく受講（R2年度延べ６４名受
講）

・養成研究費を活用し研修を進めていく。 － － 総務班

重点13研修の受講 技術研修受講率
対象職員の受
講率100%

新規採用職員は3年目ま
でに受講完了（～R5)

・R2年度計画作成
・技術職員研修実施要領の作成
・技術職員研修実施要領及び年間研修計画に基
づく研修受講

・R2年度において、コロナウイルスの影響により大
幅な未受講が生じたことを踏まえ、R3年度以降の
受講計画を見直す。
・技術職員研修実施要領及び年間研修計画に基
づく研修受講

・新型コロナウイルス感染症の影響による受講取
りやめを除いた受講率は91％であり、目標を達成
することができなかった。（21人/23人、2人は定員
オーバーにより受講できなかったもの）

A 電気班

大規模工事時の研修会開
催

－ －
菊鹿PS・OH研修
PSの保守点検マニュアル
の作成等（～R5)

・菊鹿PSオーバーホール研修を実施
・年度末の多忙な時期であるため出来る限りスケ
ジュールを合わせ参加者を増やせるようにする。

－ B 総管

企業局の遊休地の有効活
用と処分

未処分の遊休地
の面積

74,451.58㎡
有効活用方法の検討（～
R3)

・未利用地の再活用も含め、関係者と協議し、
33,727.8㎡の利用が可能となり、残面積は
40,723.78㎡となった

・さらなる処分に向けた資料の作成及び売却方法
の検討

今年度に33,727㎡の活用・処分を行い、遊休地が
45.3%減少した。 A

確実で有利な資金管理
余剰金に対する
運用資金の割合

資金運用として
80%以上

リニューアル事業を踏まえ
た資金管理及び資金運用
の検討（～R3)

・公金運用の研修の受講や会計課との資金運用
の勉強会を打ち合わせる等、リニューアル完了後
を見越した検討を行った
・余剰金に対する運用資金の割合：45.5％

・リニューアル完了後の資金運用について検討を
続ける。

・公金運用の研修の受講や会計課との資金運用
の勉強会を打ち合わせる等、リニューアル完了後
を見越した検討を行った。

B

土地台帳の電子化 － － 紙→エクセル等（～R3) ・紙台帳データのエクセルへの入力完了
・引き続き登記資料との照合を進め、令和3年度
中の完成を目指す。

－ －

固定資産情報の会計シス
テムとの統合

－ －
会計システムへの移行検
討（～R3)

・システム移行に必要な費用（委託費）を予算措置 ・会計システム改修の発注及び運用開始 － －

保有資産のGIS（地理情報
システム）による管理

－ －
電子マップとの連携・検討
（～R3)

電子マップの利用イメージの検討
・電子マップでの整理を進めるとともに、サポート
が終了する「くまもとGpmap」からの移行を検討す
る。

－ －

保守管理支援システム
の導入

－ －
内容検討
仕様書作成

・ＷＧを設置内容検討 ・国の指針に合わせて仕様を決めていく。 － －

先進技術を活かした施設
管理

－ － 検討開始 ・ＷＧを設置内容検討 ・内容検討（継続） － B

・目標(318.2時間以下(5発電所計))に対して548.4
時間となり目標に未達(市房ﾘﾆｭｰｱﾙ後の初期ﾄﾗ
ﾌﾞﾙが主な原因)

電気事業

財産経理班

④ 保有資産の
適切な管理運
用とITの活用

○遊休地がある場合は有効活用法を再
検討し、なければ譲渡等の処分を行いま
す。
○資産台帳の電子化を進め、効率的な
管理や決算業務の短縮化を図ります。
○施設や設備の維持管理（図面や故障
歴等のデータ）にITを活用し、業務の効
率化を図ります。

総管

・オンコールの活用及び停電作業の確実な実施に
より、トラブルによる停止期間を最小化した。
・故障停止時間（５発電所合計）は、リニューアル
した市房発電所の初期トラブル等で548.4時間とな
り、過去10年の平均（318.2時間）を上回った。詳
細は、別紙のとおり。

C

ITの活用による効率化

人材の適正確保等

技術力の向上・技術継承

○発電所やダム等の管理と運営、施設
更新や新規開発に必要な電気、機械、
土木技術者を計画的に確保します。
○技術力向上のため各種講習会や研修
会の受講、先進地視察、必要な資格取
得等を行います。
○将来への技術継承のためにＯＪＴ（現
場研修等）やマニュアルの作成等を行い
ます。

保有資産の適切な管理

資産台帳の電子化

電気班

総管故障停止時間
過去10年間の
平均値を下回る

② 発電所・ダ
ムの適切な維
持管理と新規
発電所の建設

○効果的・効率的なメンテナンスにより
電力の安定供給に努めます。
○技術力向上等によるトラブル停止期間
の短縮を図ります。

電力の安定供給

③ 技術者の安
定的な確保と
技術力向上、
技術継承

トラブル停止期間の短縮

2



令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標１】

令和2年度の取組実績と主な成果 目標の
達成度

担当班等
事業
区分

取組テーマ 内容 項目 目標値（R2)詳細 経営管理指標に基づく実績（値）経営管理指標 R2の取組予定

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２

各種市場の情報収集等 － －

各市場に関する説明会等
への参加（～R5)
公営電気事業経営者会議
からの情報収集及び対応
方針等の検討（～R5)

各市場の情報収集を行い、発電できる能力に対し
て対価が支払われる容量市場の登録及び非化石
市場の登録を実施。（現状では、九電との基本契
約の枠組み内が有利と判断。）

－ － －

九電との電力料金交渉
※R3年度が交渉年度
　（２年ごと）

・次年度にR4,5年度の電気料金交渉を実施
・市房、緑川PSの出力規模が大きい主要発電所
が、交渉対象から除外され、出力の小さい発電所
のみ対象となるが、現行料金単価の維持が目標

R2,3年度のＦＩＴ以外の売電単価は、9.67円/kwh A

ＦＩＴ以外の売電方法の検
討

他県の動向等のリサーチ
等（～R4)

・他県の売電方法（入札等状況）について情報収
集を進めた

・一般競争入札の結果、応札ゼロの事案も見られ
ており、今後慎重な検討が必要

現在、九州電力(株)に9.67円/kwhで売電してい
る。 A

① コンセッショ
ン方式による
更なる経費の
節減

○有明・八代の更なる経費節減のため
令和３年度からの公共施設等運営権（コ
ンセッション）方式の導入を図ります。
○コンセッション移行後の業務量見直し
に応じた企業局内共通管理費の配分見
直しを行います。

コンセッション方式への移行 円滑な導入・移行 コンセッション
必要な手続きを
実施

導入手続
業務量見直し・収支計画
修正

・コンセッション方式の導入手続を進め、実施契約
を締結。R3年度の業務開始に向けSPCと引継ぎ
に係る協議を実施した

・計画通り今年度中に事業者選定、実施契約を締
結
・R3年度よりコンセッション事業が開始されるが、
今後は運営権者の業務状況の確実なモニタリン
グ実施が課題

・予定通り、R3年度よりコンセッション事業が開始 A 経営班

事業者との調整（～R4) ・随時、事業者及びプラント設計者との協議実施

・事業者側の都合で工期が遅れている。
・工事施工業者にて工水利用を計画しているた
め、R4年2月までには配水支管を敷設する必要あ
り。

－ － 経営班

配管布設 ・配水支管布設設計委託発注

【課題】コロナ禍の影響等により、バイオマス発注
者とバイオマス設計者との協議が進んでおらず、
現時点で3ヶ月程度後ろ倒しになる見込みで、設
計が進められない。
【次年度の予定】設計を完了し、給水が必要な時
期まで配水支管を布設する。

・経営管理指標はないが、バイオマス設計者の要
求するスケジュールで進めている。 A 施設班

企業誘致による需要拡大 新規給水量
1社もしくは日量
100㎥以上

関係機関等との情報共有
と連携（～R5)

・新規給水量の増加には至っていないが、有工で
新規給水に係る問い合わせが５件程度あってい
る。（九州オーエム48㎥/日、荒尾鉄工団地、大島
適地、ク・リー二ング企業他）

・新型コロナの影響で例年開催している関係機関
との協議が中止となった。

・今年度は、新型コロナの影響で他社への訪問等
は極力控えており、目標達成できず。 －

立地企業への営業 営業件数 10件以上
増量・上水道からの切り替
えの営業活動（～R5)
情報誌の配布等（～R5)

・新型コロナウィルス感染拡大の影響に伴い、営
業活動を自粛している。年に１回発行している「工
水水だより」は有工、八工において配布

・R3年のコンセッション事業開始後は、運営権者
がユーザー企業との情報連絡協議会を開催。企
業局も当該協議会に出席し、営業活動を行う予定

・今年度は、新型コロナの影響で他社への訪問等
は極力控えており、営業活動等は目標達成でき
ず。

－

その他用途への活用 給水契約率 40%以上 民間事業者からの提案等
・優先交渉権者に選定された民間事業者からは
未利用水活用に係る具体的な提案等は無かった

・公募時に選定事業者から未利用水活用につな
がる事業提案は無かった。今後は、運営権者と協
力して未利用水活用方法の検討を進めて行く必
要がある。

・左記のとおり、公募時に選定事業者から給水契
約率向上に係る提案が無かったこと、新型コロナ
の影響で他者への訪問等は極力控えたことから
給水契約率は、目標達成できず。

－

都呂々ダム
　放流警報装置

－ － 更新 ・計画通り電源装置の取替完了 －
・施設更新計画に基づき、電源装置の取替を完了
することができた。 A

都呂々ダム
　管理棟設備

－ － ・改修(Ｒ３)のための設計業務委託完了
・次年度、第1四半期に改修工事の発注手続き予
定

・施設更新計画（次年度の工事施工）に基づき、
設計業務委託を完了することができた。 A

都呂々ダム　ITV装置・漏
水測量装置移動無線等

－ －
・改良計画の見直しに伴い、Ｒ３年度にＩＴＶ装置更
新を予算化

・次年度、第1四半期に改修工事の発注手続き予
定

・ＩＴＶ装置更新について、施設更新計画の修正
（次年度の工事施工）に沿って、当初予算化する
ことができた。

A

中の田ポンプ場
　ポンプ設備

－ － 更新
・ポンプ設備（バタフライ弁・圧力水槽等）の取替
完了

－
・施設更新計画に基づき、ポンプ設備（バタフライ
弁・圧力水槽等）の取替工事を完了することがで
きた。

A

中の田ポンプ場
　取水場監視制御装置

－ －
・Ｒ３年度に制御装置更新に係る設計業務委託を
予算化

・次年度、第1四半期に設計業務委託の発注手続
き予定

・施設更新計画（R4年度の工事施工予定）に基づ
き、設計業務委託を当初予算化することができ
た。

A

技術研修受講等 － 研修計画
・運営権者からの提案（事業運営のノウハウのた
めの協議会を年１回以上実施する）を受けた

・次年度よりコンセッション事業が開始されるた
め、職員の技術水準維持のための研修計画を検
討する必要

－ －

モニタリング体制整備
　（需要開拓強化含む）

－ － 組織検討
・運営権者とのセルフモニタリング計画書に係る
協議を通じて、モニタリング項目の整理を実施

・（これまで整理した）モニタリング項目を確実に実
施していくための体制について、今後運用を行い
ながら適宜体制の検討を行っていく必要がある

－ －

電気事業

⑤ 官民連携に
おける技術力
の維持と経営
管理体制の強
化

③ 関係市町等
と連携した水需
要の開拓

④ 施設や設備
の適切な維持
管理と計画的
な設備更新

経営班

○電力システム改革に伴う各種市場創
設動向に注視し、機会損失にならないよ
う対応します。
○九州電力との電力受給に関する基本
契約終了（令和７年度まで）後の有利な
売電方法を検討し対応します。

売電方法の見直し

都呂々ダム

経営班

経営班

○民間事業者の運営期間においても技
術水準を維持し向上を図れるよう研修等
を受講します。
○民間業者が実施する業務に対して適
切なモニタリングを行うため専任者を配
置します。

バイオマス発電所への給
水

八代工水新規ユーザーへの対応

計画的な設備更新等の推進

未利用水の活用

○都呂々ダムは簡易水道と灌漑用水に
も利用されており給水停止にならないよ
う努めます。
○「アセットマネジメント（施設更新計
画）」に基づく計画的な施設・設備更新を
行います。

適切なモニタリングの実施

1kwh相当単価
9.00円以上

② 工業団地へ
の進出予定者
等に対する支
援

○八代臨海工業団地の大型案件につい
ては建設工事の工程に沿って計画的に
配管整備を行います。
○建設工事期間中の杭打ち工事用の給
水を行います。

FIT以外の売電
価格

⑤ 電力システ
ム改革や電力
受給に関する
長期契約終了
を見据えた売
電方法の見直
し

－－

工業用水
道事業

○県工業団地の未分譲地や関係市町で
計画する工業団地への企業誘致におい
て関係者と連携して取り組みます。
○既に進出している事業者への増量や
工業用水への切り替えについて営業を
行います。
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令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標１】

令和2年度の取組実績と主な成果 目標の
達成度

担当班等
事業
区分

取組テーマ 内容 項目 目標値（R2)詳細 経営管理指標に基づく実績（値）経営管理指標 R2の取組予定

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２

指定管理者制度
必要な手続きを
実施

安定供給達成率 100%
・次期指定管理者選定については、予定通りのス
ケジュールで手続きが完了した。

駐車（利用）台数 20万台以上
・現行指定管理者において、適切な維持管理がな
されており、運営に支障のあるような事故等発生
していない。

稼働率 90%以上

定期契約率 90%以上

② 利用者サー
ビスの向上

○指定管理者の公募において利用者
サービスの向上について提案に盛り込
みます。
○指定管理者による継続的な利用者ア
ンケート調査結果による適切な助言を行
います。

利用者サービスの向上
指定管理者による利用者
サービス

利用者満足度

利用者アンケー
ト各項目の良い
以上の割合が
80%以上

利用者アンケート実施（～
R5)

・利用者アンケートを実施した結果、・施設管理状
況や利用条件に対して、90％以上から高評価を
得た

・次期指定管理者においても、現行同様に年１回
程度の利用者アンケートを求めている。

・施設管理状況や利用条件に対して、90％以上か
ら高評価を得た。 A

計画的な維持補修 外壁～駐車場制御装置 － － 外壁補修
・防水
・建具改修
・ひび割れ部改修

【課題】特になし。
【次年度予定】防火シャッターや柱、梁、扉等の内
壁改修を実施予定

・経営管理指標なし。県営駐車場保全計画に基づ
き、補修を着実に実施している。 A 施設班

指定管理者との調整 作業時間の調整 － －
営業に支障が出ないよう
作業時間を工夫（～R5)

・隣接敷地内への仮設足場設置に伴う代替駐車
場の確保
・仮設足場設置期間短縮等の工程の調整

【課題】特になし。（施設班）
【次年度予定】
・防火シャッターや内壁改修を実施予定（施設班）
・今回、駐車場内部の改修を行うことから、駐車場
の営業支障は不可避。このことから、各階におい
て、営業支障を短縮できるよう効率的な工程、ま
た、利用者の安全に配慮した工事区分を計画中
（施設班）

・経営管理指標なし。県営駐車場保全計画に基づ
き、補修を着実に実施している。（施設班） A

施設班
経営班

④ 次期設備更
新時を見据え
た活用方法及
び新たな駐車
場整備の検討

○次期更新を見据えて中心市街地での
公営駐車場の継続の有無について他の
活用を含めて検討を行います。
○中心市街地外での新規の駐車場整備
について検討を開始します。

次期更新時の活用方法 活用方法の検討 － － 活用例調査

・他自治体の事例について情報収集
・アイデア出し、整理
・経営評価委員会（意見交換会）における意見聴
取（10/29）

・引き続き空港アクセス鉄道整備PTに参加し情報
収集と情報交換を行う
・次期駐車場建替時における課題整理等を行い
局内で検討を進める

－ － 戦略班

・Ｒ３年度からの指定管理者決定更新手続・引継
・業務計画書に基づく運営・財務状況について、
確実なモニタリングの実施を検討 A

経営班・新型コロナウィルス感染拡大による緊急事態宣
言等の影響を受け、利用台数が前年度と比較し
大きく減少
・現在、回復基調にあるが、まだ前年度割れの状
況

有料駐車
場事業

③ 施設や設備
の適切な維持
管理

○引き続き、立体駐車場を利用できるよ
う保全計画に基づく計画的な維持補修を
行います。
○県が実施する工事においては指定管
理者の営業停止時間が最短になるよう
工夫します。

① 指定管理者
制度の継続に
よる安定収入
の確保

○現在の指定管理者との契約が令和２
年度で終了するため、令和２年度中に次
期指定管理者の公募を行います。
○指定管理者の運営・財務状況の適切
なモニタリングを行います。

指定管理者の更新 円滑な更新
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令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

新規水力発電所の開発有
望地点

測水所設置
・他者が着手していた魚帰地点への測水所設置
を中止（10月）

・ロードマップに基づく着実な取組
※測水所の設置はR3年度の新規水力発電所調
査計画業務の結果によるため、早くともR4年度と
なる見込み

・測水所設置予定地点について、他社がすでに開
発を計画していたため、設置を取りやめたもの C

新規水力発電所の開発着
工に向けた準備等

県内の開発調査（～R5)
水力開発研修受講（～R5)
関係機関との調整（～R5)

・新規発電所建設に向けたロードマップ案の検
討、作成
・水力開発研修受講

・新規水力発電所調査計画業務委託をR3.5月か
ら12月にかけて実施予定。過去の調査地点の再
評価や球磨川流域の机上調査等を行う。
・ロードマップに基づく着実な取組み

・ロードマップを作成し、目標値の達成に向けて着
実に取組を進めた。 A

水力以外の発電形式
可能性の検討（～R5)
事例調査（～R5)

・復旧・復興プランへの記載とロードマップ（R2.11
月～）

・まずは水力を優先して取り組む必要があり、水
力以外の発電形式に取り組むことができる組織体
制の構築が課題
※ロードマップでは、本項目はR4年度以降に取り
組むこととしている。

・ロードマップを作成し、目標値の達成に向けて着
実に取組を進めた。 A

開発に向けた体制準備 － －
技術部門の組織見直しの検
討（～R3)

・新規発電所建設に向けたロードマップ案の各段
階に応じて必要な人員や組織を記載

・ロードマップに基づく着実な取組み
・専従職員の配置など新規発電所建設に向けた
組織体制の構築が課題。また、H25から新規開発
を中断していたため、改めて開発に携わる職員の
研修、技術力向上に取り組む必要がある。

・ロードマップを作成し、着実に取組を進めた。 A 電気班

技術指導・技術相談 市町村への指導・助成 － －
方法等の検討
局内調整

※R4年度以降の取組

・ロードマップに基づく着実な取組み
※本項目はR4年度以降に取り組むこととしてい
る。
・技術指導・相談・助成のスキーム検討（対象者、
対象設備、内容等）
・スキームに応じた組織体制の構築が課題。ま
た、開発に関する技術指導を行うには職員の技術
力向上に一定の期間が必要と考えらえる。

・ロードマップを作成し、着実に取組を進めた。 A 電気班

新規駐車場の建設 中心市街地外での立地 － －
立地地点にかかる情報収集
（～R3)
候補地点の調査等（～R3)

・他自治体の事例の情報収集
・アイデア出し、整理
・経営評価委員会（意見交換会）における意見聴
取（10/29）
・空港アクセス鉄道整備ＰＴ利用促進部会におけ
る情報交換（1/27）

・引き続き空港アクセス鉄道整備PTに参加し情報
収集と情報交換を行う － －

県営駐車場の駐車場以外
の用途、付加機能の追加

－ － 先進事例調査（～R3)

・他県の取組みの情報収集
・局内でのアイデア出し、整理
・経営評価委員会（意見交換会）における意見聴
取実施（10/29）

・次期駐車場建替時における課題整理等を行い
局内で検討を進める

- －

県の未利用地の活用
（企業局以外）

－ －
情報収集（～R5)
庁内調整（～R5)
活用案の検討（～R5)

・熊本総合庁舎跡地を利用した複合ビル整備（ＰＦ
Ｉ）について検討
・他自治体のＰＦＩ事例調査実施

・旧熊本総合庁舎跡地に活用方法については財
産経営課から情報収集等を行う
・上記以外の県の未利用地について情報収集等
を行う

- －

新規事業の企画 新規事業の検討 新規事業企画数
令和11年度まで
に1件以上の新規
事業を企画化

県営の課題の把握と対応案
の検討（～R5)
類似事例・過去の調査資料
等の確認調査等（～R5)
具体案の整理・局内検討・
庁内調整（～R5)
外部からの意見聴取・関係
者との調整（～R5)

・他県の取組み等の情報収集
・局内でのアイデア出し、整理
・経営評価委員会（意見交換会）における意見聴
取実施（10/29）

・復旧・復興プランの局ロードマップ（案）作成（1
月）

・復旧復興プランに掲載された事業のうち、長期ビ
ジョンの取組みなど、公営企業方式の活用が検討
可能な取組みの情報収集等

・10項目以上のアイデアをとりまとめ、事業推進会
議及び局議メンバーに報告・説明。今後の対応方
針案やR2年度の作業内容案等について、検討・
協議を実施した。
（これらのアイデアについては、復旧復興プラン策
定の素材として球磨川流域復興局への提供も
行った）

B

専門部署の配置 － －
新規事業検討・調査・企画
部門　3～4人（～R4)

※企画調整班が戦略推進班（３人）に改編
・アイデア整理を踏まえ今後のロードマップにより
業務量見込みが出た時点で組織について検討を
行う。

- －

活用案の検討 － － 検討・課題整理（～R3) ※上記「新規事業の企画」の欄と同じ
・県南復興関連の各取組みの進め方について早
急に整理し局内での役割分担を明確にする必要
がある。

- －

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標２】

戦略班

戦略班

R2の取組予定

資産有効活用の検討

専門部署による検討

新規発電所建設

事業
区分

取組テーマ 内容 項目 詳細
令和2年度の取組実績と主な成果 目標の

達成度
担当班等経営管理指標

電気事業

有料駐車
場事業

その他事
業

県政の課題解
決のための事
業を企画します

○一般行政部門と連携し県政の課題解決において、
独立採算（料金収入で賄う）が可能な分野での「公営
企業方式」による事業展開を検討します。
○技術力や資金力等の企業局の強みを活かす取組
み（例えば、大型装置産業であり長期運営がもとめら
れることなど）の事業化を優先します。
○専門の部署にて、他の自治体の調査や過去の検
討状況等を整理し、効果的・効率的な検討作業を進
め、課題を整理し、局内で対応方針を決定した上で
事業化に向け取り組みます。
○事業化を進めるにあたっては、外部有識者や利害
関係者等からの意見聴取を行います。
○官民連携について検討し、事業によっては運営開
始後に民間での引き受けを視野に事前に関係者との
調整を行います。

新規の水力発
電所について
流量調査等を
経て着工を目
指します

○すでに知見のある水力発電の新規建設に向け、開
発地点の調査に着手し、開発可能性の検討を開始し
ます。
○発電形式ごとの県内での他事業者の設置や開発、
今後の動向をリサーチし、各種資料等を活用し、新規
開発の可能地点の確認を行います。
○これまでの運営実績を踏まえ、発電規模や発電
量、採算性の検証等踏まえ、他の公営電気事業者の
取組状況を参考に対象範囲を決定します。
○過去の調査地点の再検証を行ない、有望候補地
がある場合は、必要に応じて専任者を配置します。
○複数の候補地点がある場合は、局内で進め方につ
いて協議を行い、組織体制の見直しを含め、対応方
針を定め計画的に取り組みます。

資産有効活用
事業として駐車
場の他、新たな
用途を検討し
ます

○県営有料駐車場（立体駐車場）の次期更新時期を
見据え、将来の資産の有効活用策について検討を開
始します。
○中心市街地において、人口減少・少子高齢化等に
対応し、県民へのサービス向上に貢献できる取組み
の検討を行います。
○郊外において、公共が先行的に関与した方が民間
に波及効果があるような立地地点があれば、新たな
有料駐車場の整備を検討します。
○県営有料駐車場に新たな用途を併設して事業化
する場合や駐車場以外の用途の事業に着手する場
合は、事業名を現在の「有料駐車場事業」から「資産
有効活用事業」等に変更します。

目標値（R2)

電気班開発箇所数

令和11年度まで
に
1か所以上の開
発調査に着手

経営管理指標に基づく実績（値）

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２
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令和2年度の取組状況 課題と次年度の予定

地域振興積立金への積立 － －
有料駐車場事業の利益処
分→地域振興積立金

・利益処分として地域振興積立金に積立、不足す
る分は利益及び建設改良積立金から目的外使用

・利益剰余金では積立不足になるため建設改良
積立金等の目的外使用により確保する必要があ
る。
・Ｒ３年度は計画を前倒しして電気事業から３億円
を繰出す予定にしている。

－ A

一般会計への繰出し
県政貢献（一般会
計への繰出し）

2億円
有料駐車場事業から一般
会計への繰出し

・有料駐車場事業から２億円を繰出し（3月末）
・財政課あてに繰出通知を行った上で年度末に充
当事業ごとに入金処理

２億円の繰出しを実施 A

一般会計での使途の公表 － － R1年度分の公表
・新聞広告の中で検討するも具体的な記載は行
わなかった

・R1年度も含め具体的な充当事業名については
対外的に公表していない

－ C

SDGsへの取組み － －
局内認識共有
取組項目と方向性検討

※情報収集等
・SDGｓへの認識を深め取組みの方向性や位置づ
けを明確にする必要がある。

－ C 戦略班

公用車を電気自動車へ
電気自動車導入
台数

令和11年度まで
に2台以上

全体計画検討 ※SDGｓの取組みを整理する中で方針検討
・局所有の公用車への具体的な導入についての
課題整理と導入方法等について検討する

導入実績なし C 戦略班

地元の催事等への協賛 － －
祭りやマラソン大会への協
賛金等

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、各
種祭りやマラソン大会等が軒並み中止のため、協
力要請なし（経営班）

・R2年度は新型コロナの影響により、祭りやマラソ
ン大会等が軒並み開催中止となった。（経営班）
・今後も、施設がある地域イベント等へ積極的に
参加（総管）
・企業局ＨＰの充実が課題（総管）

－ －

リニューアル事業にかかる交付金 － －
対象3町村への交付金の支
出

・計画どおり、対象3町村への交付金の支出を実
施

・現行のリニューアル事業にかかる交付金はR3年
度で終了。R4年度以降の関係市町村に対する交
付金のあり方等の検討が必要（経営班）

－ A

施設がある地域イベント等への参加
熊本城マラソン休
憩所利用者数

150人以上
祭りでのパネル展示や水源
涵養のための草刈り作業な
ど

・緑川農業用水堰連絡協議会の除草作業、植林
活動に参加（総管・電気班）
・新型コロナウイルス感染拡大の影響により各種
イベント等が軒並み中止のため、協力要請なし
（経営班）

・新型コロナの影響で熊本城マラソンが開催中止
となった。（経営班）
・祭りでのパネル展示や水源涵養のための草刈り
作業など（電気班）

－ －
経営班
電気班
総管

技術支援や協力等 － －
相談体制の充実と専門技
術の支援及び施設整備に
おける協力など

※技術的相談その他協力依頼等が1年間通じて
無かったため実績無し

・技術支援や協力等を実施するための組織体制
の整備、実施項目の整理、関係者への周知等

・技術的相談その他協力依頼等が1年間通じて無
かったため評価できず。 － 電気班

施設見学の受け入れと見学ツアーの実施
見学ルート・受け入れ態勢
の整備（～R3)

＜広報戦略WG＞
・式典開催WG開催（市房PS/RN完了式典・児童
学習会（3/18））
・外部評価委員による視察（3/8）

・広報戦略Ver.1に基づく取組みの推進
　（市房PSの見学者受け入れ体制の整備他）
・湯前町の小学生の社会科見学（市房PS）

・ダムカードの配布枚数はコロナ禍で配布期間が
４か月程度であり、新規作成の発電所カードの配
布枚数を加算しても２１８枚（２月末）にとどまった

B

ダムカード等の配布とＰＲグッズの作成

ダムカードVer2・発電所
カード・パンフ等の検討
ロゴマーク・キャッチフレー
ズ・見学用グッズ等の検討

＜広報戦略WG＞
・発電所カード作成（市房１、２PS）
・ロゴ等WG開催（ロゴ、キャッチフレーズ作成）

※ダムカード155枚、PSカード63枚配付

・発電所カードの周知と配布方法の検討
・広報戦略Ver.1に基づく取組みの推進
　（ロゴマーク等の利活用他）

同上 B

積極的な広報の実施

各種アンケートに
よる企業局・企業
局事業等の「知っ
ている」の回答率

50%以上 広報媒体利活用検討
＜広報戦略WG＞
・新聞広告WG開催
　1/30熊日広告

・総務班としての広報の役割から考えると、現状ま
で。
・広報戦略Ver.1に基づく取組みの推進
　（広報番組へのエントリ他）

・アンケート（既存項目へ追加）を予定していた熊
本城マラソンや市房ダム桜祭りが中止となり実施
できなかった。
　→調査内容や調査手法等をあらためて検討

－

戦略班

経営班
戦略班
総管

戦略班
総務班

R2の取組予定

企業局のＰＲ

施設見学者（カー
ド配布）数

年間500人以上

県政貢献

地域貢献

積極的な
広報

○県施策支援のため利益の一部を一般会計に繰出
します。
○県政の課題解決のための新規事業を企画します。
○SDGｓ（持続可能な開発目標）の取り組みを進めて
いきます。

○企業局で取り組んでいる事業の理解促進のため、
広報媒体を活用した積極的な広報を行います。

県政貢献の実施

SDGｓの推進

○施設所在地市町村へのこれまでの取組みの成果
を検証し、地元ニーズに沿った、より効果的な支援を
実施します。

地元貢献の実施

熊本県企業局経営戦略2020アクションプランⅠに係る取組状況等整理表【戦略目標３】

令和2年度の取組実績と主な成果 目標の
達成度

担当班等経営管理指標 目標値（R2)取組テーマ 内容 項目 詳細 経営管理指標に基づく実績（値）

Ｒ２の目標値に対する達成度又はＲ２取組予定に対する取組実績

「Ａ」･･･ 80％以上

「Ｂ」･･･ 30～79％

「Ｃ」･･･ 30％未満

「―」･･･ 外的要因等により評価できず

目標の達成度

参考資料２
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